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United States v. Kebodeaux, 570 U.S. _, 133 S. Ct. 2496 (2013)
伊　　比　　　智＊＊
　連邦議会は，合衆国憲法第 ₁ 編 ₈ 節18項の「必要かつ適切条項（neces-
sary and proper clause）」に基づいて，性犯罪者登録及び通知法（the Sex 
Offender Registration and Notiﬁcation Act, 42 U.S.C. 16901 et seq）を制定
する権限を有し，そして，同法の成立以前に刑期を終えていた連邦の性犯
罪者に対しても，同法の定める登録義務は適用されると判示された事例。
《事実の概要》
　被申請人 Anthony Kebodeaux は，アメリカ空軍所属の軍人であったが，
1999年，特別軍事法廷（a special court martial）において，児童との性交
（carnal knowledge）を処罰する統一軍事裁判法（the Uniform Code of Mil-
itary Justice）120条⒝に違反したとして，有罪判決を下され， ₃ か月の収
監刑と不行跡除隊（a bad conduct discharge）に処された。Kebodeaux が
刑期を終えた後の2006年，連邦議会は，性犯罪者登録及び通知法（the 
Sex Offender Registration and Notiﬁcation Act （以下，SORNA とする））を
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制定した。同法は，連邦法上の性犯罪で有罪判決を下された者に対し，同
人が居住，就学，就業する州において性犯罪者として登録すること（regis-
ter）を義務づけるものであった。また，連邦政府は，行政規則によって，
SORNA の登録義務は，同法施行時点で既に刑期を終えていた者にも適用
されることを明らかにしている。
　Kebodeaux は， ₃ か月の刑期を務め，空軍を不行跡除隊となった後，
テキサス州に移り住んだ。2004年，Kebodeaux は，テキサス州法に従っ
て同州の関係機関に性犯罪者としての登録の手続をした。2007年，Kebo-
deaux は，テキサス州サン・アントニオから同州エル・パソに転居した際，
SORNA に従って性犯罪者としての登録情報を変更したが，同年，再びサ
ン・アントニオに転居した際に，登録情報の変更をしなかった。連邦政府
は，登録情報の変更義務違反を理由に Kebodeaux を起訴した。
　合衆国 District Court は，SORNA 違反について Kebodeaux に有罪判決
を下した。第 ₅ 巡回区 Court of Appeals は，まず，Kebodeaux は，SORNA
成立以前に刑期を終えており，もはや，連邦法に基づく拘禁を受けている
わけではなく，軍人でもなく，監督付き釈放（supervised release）や仮
釈放の処分を受けているわけでもなく，また，連邦政府とその他の特別な
関係もなかったと認定した。そして，SORNA 制定以前においても，連邦
法であるウェッターリング法（Jacob Wetterling Crimes Against Children 
and Sexually Violent Offender Registration Act, §170101, 108 Stat. 2038─
2042）を通じて，連邦の一定の性犯罪者には登録が連邦法上義務づけられ
ていたことは認めたが，Kebodeaux はこの登録義務の対象ではなく，し
たがって，Kebodeaux の釈放は「無条件（unconditionally）」のものであ
るとした。そして，連邦政府として個人を一旦無条件で釈放した後におい
ては，その者がかつて罪を犯したという事実は，釈放後の州内の移動を連
邦政府が規制しうる根拠とはならないので，Kebodeaux に性犯罪者とし
ての登録義務を課すことは， 合衆国憲法第 ₁ 編の「必要かつ適切条項
（necessary and proper clause）」を根拠としては認められないとして，有
罪判決を破棄した（687 F. 3d 232, (CA5 2012)(en banc)）。
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　連邦の Court of Appeals が連邦法を違憲と判断した点に鑑みて，合衆国
最高裁判所がサーシオレイライを認容した。
《判旨・法廷意見》
破棄・差戻し
1 　ブライヤー裁判官執筆の法廷意見
　 ₁ 　本件の争点は，性犯罪者の登録義務を定める SORNA を連邦議会が
合衆国憲法第 ₁ 編の「必要かつ適切条項」に基づいて制定することができ
るか，仮にできるとして，この登録義務を，SORNA の制定時に刑期を満
了していた者に課すことができるかである。なお，この争点を扱うに当た
り，本件ではデュー・プロセス違反の主張はなされていないので，性犯罪
者に登録義務を課すことはデュー・プロセスに違反しないと仮定し，ま
た， これは非刑事の措置であるから事後法禁止の原則は適用されない
（Smith v. Doe, 538 U.S. 84 (2003) 参照）と仮定して検討を進める。
　第 ₅ 巡回区は，Kebodeaux の釈放は無条件でなされたとし， これを
SORNA を違憲とする決定的な理由としているが，以下に述べるように，
Kebodeaux は，犯行及び有罪認定時において，SORNA と非常に類似する
登録義務を課す連邦法であるウェッターリング法適用の対象であったので
あるから，この第 ₅ 巡回区の判断は是認することができない。
　ウェッターリング法は，①連邦政府の歳出権限（the federal spending 
power）を用いて性犯罪者登録法の制定を各州に促している点，②連邦法
上の性犯罪者を対象としている点，③対象となる性犯罪者が居住，就業，
就学する州において登録を怠った場合に刑罰を科している点を SORNA と
共通にしており，SORNA に類似する法律であったということができる。
　また，ウェッターリング法14072条⒤ ⑶は，刑事制裁が科せられる性犯
罪者について，「合衆国法典タイトル18第4042条⒞ ⑷に定める者で，かつ，
居住する州において意図的に（knowingly）登録を怠った者」とし，4042
条⒞ ⑷は，「本項に定める者とは」，一定の列挙された性犯罪，又は，「本
サブセクションの対象として司法長官の指定するその他の犯罪」について
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有罪判決を下された者としている。そして，Kebodeaux が有罪判決を受
けた統一軍事裁判法120条 B もこの司法長官が指定するその他の犯罪に含
まれているため，軍人も登録義務に違反した場合にはウェッターリング法
による刑事制裁の対象となっていた。また，ウェッターリング法14072条
⒤ ⑷は，Public Law 105─119のタイトル ₁ 第115条⒜ ⑻ ⒞に基づき国防長
官により示された行為類型に関して軍事法廷において有罪とされ，かつ，
居住する州において意図的に登録を怠った者を連邦法上処罰できるとして
いる。1998年には，国防長官から授権された国防次官補は，この115条⒜ 
⑻ ⒞の対象となる犯罪に Kebodeaux が有罪判決を受けた統一軍事裁判法
第120条 B を加え，さらに「性犯罪者登録義務に関して州及び地方の法執
行機関に通知する義務並びに受刑者（inmates）に同義務に関する情報を
提供する義務が，有罪判決を契機として生じる」としている。
　このように，Kebodeaux の犯行，有罪認定，そして連邦の収監施設か
らの釈放時点において，ウェッターリング法の諸規定が，同人に適用され
ていたのであり，連邦法上の義務が州法上の義務の遵守に部分的にであれ
関係しているという事実によって，州法上の義務は，連邦法上の義務と等
しいものとなるので，その後 SORNA が課したのと非常に類似した登録義
務がウェッターリング法により同人に課されていたといえる。
　 ₂ 　Kebodeaux が，犯行当時，ウェッターリング法により連邦法上の
登録義務が課せられる対象であったならば，連邦議会が，必要かつ適切条
項に基づいて，連邦法上の登録義務を SORNA の定める内容に変更し，そ
の変更した義務を Kebodeaux に課すことも許されるということは，Court 
of Appeals も Kebodeaux も容認するのではないかと思われる。
　合衆国憲法は，連邦議会に対し，第 ₁ 編 ₈ 節14項で「陸軍及び海軍の規
律維持のために必要なルールを制定する」権限を明示的に付与し，そし
て，必要かつ適切条項において，第 ₁ 編 ₈ 節に定められた権限，及び，憲
法によって「合衆国政府又はその諸機関若しくはそこでの職務に服する職
員」に与えられる「他の全ての権限」を「行使するために必要かつ適切な
法律を制定する」権限を付与している。
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　必要かつ適切条項に基づいて認められる連邦法制定の範囲は広範であ
り，マーシャル首席裁判官によれば，「目的が正統であり，その目的が憲
法の範囲内に含まれ，そして，手段が，適切で，その目的と適合すること
が明らかで，合衆国憲法の文言と精神によって禁じられておらず，それら
に合致するものであるならば，合憲である（McCulloch v. Maryland, 17 U.S. 
316, 421 (1819)）」。当法廷はこの説明を，必要かつ適切条項が，憲法に列
挙された権限行使の手段に関して，広範な裁量を付与し（Lottery Case, 
188 U.S. 321, 355 (1903). U.S. v. Morrison, 529 U.S. 598, 607 (2000)），そし
て，「最も適確かつ適切であると思われ，合衆国憲法の文言と精神に合致
する形で達成される，目的に関連性を有する，あらゆる手段」を採用する
ことを連邦議会に認めるものと解してきた（James Everardʼs Breweries v. 
Day, 265 U.S. 545 (1924)）。
　例えば，合衆国憲法は，連邦の刑事法についてほとんど明示していない
が，それにもかかわらず，必要かつ適切条項は，その他の明示的に定めら
れている権限を行使する上で，以下のことを連邦議会に認めている。すな
わち，連邦犯罪の制定，犯罪者の刑務所への収監，看守及びその他の刑務
所職員の雇用，被収監者への医療と教育の機会の提供，刑務所面会者の安
全の確保，仮釈放及び監督付き釈放による公共の安全の確保，そして，連
邦の被収監者の刑期満了後において，その者の精神状態から身柄の拘束が
必要とされる場合における，非刑事の（civilly）身柄拘束である（United 
States v. Comstock, 560 U.S. 126, 136─137 (2010)）。
　本件との関連では，連邦議会は，合衆国憲法第 ₁ 編 ₈ 節14項の軍隊統括
条項と必要かつ適切条項に基づいて，統一軍事裁判法を制定することがで
き，また，同法の定める軍人による犯罪の中に Kebodeaux が有罪判決を
下された性犯罪を含めることができたのである。また，その犯罪に対する
刑罰として Kebodeaux を刑務所に収監し，そして，釈放に一定の条件を
付すことができた。そして本件で争点となっている非刑事の登録義務を，
Kebodeaux の犯行とそれに対する有罪認定の結果として課すことができ
た。この非刑事の義務は，Kebodeaux の釈放の条件として明示されては
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いなかったが，その犯行当時有効であったのであり，それゆえに，同義務
は連邦法違反の結果として生じたものであった。
　また，連邦議会が，Kebodeaux のような性犯罪者の釈放に対して，こ
うした非刑事の登録義務を課すという判断は極めて合理的である。このよ
うな登録義務を釈放後に課すことによって，性犯罪者からの公衆の保護及
び公共の安全への懸念の緩和が促進されるからである（Smith, 538 U.S. at 
102）。同時に，連邦議会が，連邦法上の性犯罪者に SORNA の登録義務を
遵守させるために，連邦政府に特別な役割を与えることも，完全に合理的
である（Carr v. United States, 560 U.S. 438 (2010)）。連邦政府は，保護観
察，仮釈放，監督付き釈放を通じて，連邦の元受刑者の追跡を長きにわた
り行い，再犯の危険から公衆を保護してきた。また，ウェッターリング法
は，釈放された連邦の犯罪者に対して，ほとんどの場合において，州法に
従った登録義務を課すことで，州の利益（state interests）を考慮に入れ
ていた。ウェッターリング法上の義務は合理的な限定が加えられており，
性犯罪のタイプに応じて登録の期限を設けており，州法の内容を詳細に取
り込み，そして，義務違反に対する制裁も元々の性犯罪に関連付けてい
た。
　連邦議会は， 連邦法上の登録義務の対象に既になっている個人を
SORNA の対象にしたのであり，SORNA 制定以前に「無条件で釈放され
ていた」個人を対象としたのではない。この連邦法上の登録義務は，軍隊
統括条項及び必要かつ適切条項に基づいて有効に行使される連邦の権限で
ある。
　 ₃ 　SORNA は，Kebodeaux の釈放後に制定されたものであり，既にウ
ェッターリング法の適用対象となっている Kebodeaux のような個人に適
用される場合， 同法の内容をわずかに変更することになる。 しかし，
SORNA は，ウェッターリング法と同様に，歳出条項に基づく補助金を用
いて，統一的な定義と義務の採用を各州に促すものであり，また，（州法
違反に当たらない）登録義務も処罰の対象にしているが，連邦政府が訴追
するのは，性犯罪者が同法の登録義務と併せて州法上の登録義務にも違反
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した場合に限っている。
　SORNA による包括的な変更の意図は，これまで「連邦と各州のシステ
ムの寄せ集めであった登録システム」をより統一的にすることであった
（Reynolds v. United States, 565 U.S. _ (2012)）。連邦と州のシステムの寄せ
集めでは，「抜け道と欠陥」が存在するため，推定10万人以上の性犯罪者
が，「行方不明（missing）」又は「消息不明（lost）」になっているからで
ある。SORNA による変更は，同法によって，更新の頻度，制裁，その他
の事項を改正することで，より多くの犯罪者の動向を追跡できるように
し，また，各州に対して統一的な基準の採用を促進するという連邦議会の
意図を反映している。このような変更が不合理であり，現行の登録制度の
目的をより進展させるために「必要かつ適切な」手段として，連邦議会が
この変更を合理的であると判断することはできない，などと本件において
主張する者はいない。
　当法廷は，SORNA による変更の内容は，Kebodeaux に適用される場合，
軍隊統括条項及び必要かつ適切条項の連邦議会の権限の範囲内に含まれる
と結論づける。第 ₅ 巡回区 Court of Appeals の判断を破棄し，本件を差し
戻す。
2 　ロバーツ首席裁判官の結論賛成意見
　Kebodeaux に対し連邦法上の性犯罪者登録義務を課す根拠は，軍法違
反に対して制裁を科すことで軍人の行為を規律する権限にあり，同人が登
録義務を負うのは，同人が当時のウェッターリング法の下で特別軍事法廷
により違反行為を認定されたことによる。
　法廷意見が指摘する連邦の性犯罪者からの公衆の保護の促進と，公共の
安全に対する懸念の軽減という利益は，軍隊の規律維持の権限の適切な行
使に必要ではなくまた関連もしない。重要なのは，連邦議会が，「本件の
非刑事上の登録義務を Kebodeaux の犯罪の結果とすることが」，連邦議会
の軍隊の規律維持の権限に基づいて定められた統一軍事裁判法の実効化に
つながる，と合理的に判断することができたということである。
　連邦の規制権限に対する当裁判所の抵抗は，根深いものである。当初か
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ら，当法廷は，「政府の権限は，限定され」ており，そして，その限定は
潜脱されてはならないことを認めてきた（McCulloch, 4 Wheat., at 420─
421）。それゆえに，必要かつ適切条項は，「列挙された権限に付随し，そ
の権限の有益な行使に役立つ」議会の活動を認めているが，それを超えた
「巨大な実体的かつ独立した権限」は，「他の権限に付随するものとして黙
示的に示されておらず，また，それらの権限を行使する手段としても用い
ることはできない」 とされてきた（Id., at 418, 411 ; Gibbons v. Ogden, 9 
Wheat. 1, 195 (1824)）。この「巨大な実体的かつ独立した権限」の適例が
「公衆を保護し，公共の安全に対する懸念を緩和する」権限である。
　本日の法廷意見の判示が，公共の安全の実現が SORNA の根拠であるこ
とを当法廷が認めたものと受け止められることを懸念する。したがって，
法廷意見の結論のみに賛成する。
3 　アリトー裁判官の結論賛成意見
　統一軍事裁判法は，軍事施設の内外で行われた性犯罪を含む通常の犯罪
に関して，州裁判所ではなく，軍事法廷での審理を受けることを軍人に認
めている（UCMJ Art. 2）。各州は，それらの犯罪が基地の外で行われた場
合，通常，当該犯罪に対して競合管轄権を有するが，これは，多くの場
合，軍事法廷のみに訴追される。性犯罪について，軍人が軍事法廷で有罪
判決を受けた場合，州は，州の登録機関に通知することを軍事法廷に求め
る権限を有せず，また，軍人が釈放された場合に，州や各地区の警察に通
知することを軍刑務所の職員に求める権限も認められてないため，有罪判
決を受けた性犯罪者が，州の登録システムから抜け落ちる虞れがある。軍
による裁判権の行使が，性犯罪者の登録を最大限実現しようとする法律の
抜け道にならないように，対象犯罪について軍事法廷で有罪判決を受けた
軍人の登録を連邦議会が義務付けることは，必要かつ適切である。
4 　スカリーア裁判官の反対意見
　トーマス裁判官の反対意見に ₂─A の部分を除いて加わる。私見では，
「連邦議会が」立法する「権限を有する」場合，同議会は，その立法を
「効果的に」実現するために「必要な全ての権限も有している（Gonzales v. 
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Raich, 545 U.S. 1, 36 (2005)）」。
　法廷意見の判示では，ウェッターリング法の登録義務が，それ自体，連
邦の権限を効果的に行使したものであること，そして，SORNA がウェッ
ターリング法を実現することを意図したものであることが論証されている
とはいえない。
5 　トーマス裁判官の反対意見（2─A を除いてスカリーア裁判官同意）
　 ₁ 　Kebodeaux は，SORNA 制定時には軍に属していなかったのであり，
連邦議会は，過去に軍に所属していた全ての者に対する一般的な規制権限
を有してはいないので（United States ex rel. Toth v. Quarles, 350 U.S. 11, 14 
(1955)），同人に対する登録義務違反を理由とする有罪判決は，軍に対す
る連邦議会の権限に基づいているとはいえない。
　また，法廷意見は，SORNA が性犯罪者及び児童に対する暴力的性犯罪
者（violent child predators）から社会を保護することを目的としていると
いうが，「合衆国憲法は，連邦議会に対して，社会で生じるあらゆる有害
な行為から社会を保護する権限を付与しているわけではない（Comstock, 
560 U.S., at 165）」。そのような権限は，憲法起草者らが，州又は人民に留
保した一般的規制権限（the general police power）の一部を成す（Amdt. 
10; Morrison, supra, at 617; Lopez, supra, at 561, n. 3）。
　 ₂ 　法廷意見は，合衆国憲法第 ₁ 編 ₈ 節14項の連邦議会の権限によっ
て，本件登録義務が正当化されると思料しているようであるが，SORNA
がどのように軍隊の規律維持に関わるのかについてなにも説明していな
い。
　A　Kebodeaux は，SORNA の登録義務違反で有罪判決を下されている
ので，本件の問いは，SORNA が「行使する」のは憲法に列挙されたいか
なる権限であるか，ということである。それにもかかわらず，法廷意見
は，（SORNA ではなく）ウェッターリング法が，必要かつ適切条項の下
で，連邦議会の権限の範囲内に含まれるか否かを判断している。
　連邦法が一定の行為を犯罪化し，その罰則に収監刑を定め，未決並びに
既決の収容者の治療と処遇に関するルールを定める場合に，それが憲法に
比較法雑誌第50巻第 ₁ 号（2016）
266
列挙された権限を「行使」するものであるときにはじめて，有効とされ
る。この憲法に列挙された権限の「行使」ということからは，Kebodeaux
に対し性犯罪で有罪判決を下すことは正当化されるが，同人が一般市民に
なった後に，性犯罪者としての登録を義務付けることまでは正当化されな
い。
　B　法廷意見は，さらに，Comstock が確認した制約をも無視している。
Comstock において，非刑事の身柄拘束を行う権限を連邦政府に付与する
連邦法が，必要かつ適切条項に適合することが認められたが，その際，同
法が「連邦政府により既に身柄を拘束されている個人に限定して適用され
る」ことが明示されている。連邦議会が SORNA を制定した当時，Kebo-
deaux は既に連邦の刑事施設から釈放されていた。
《解説》
　 1 　アメリカ合衆国においては，1990年前後に生じた，性犯罪前歴者に
よる凄惨な犯罪を契機として，性犯罪者に対する監視を求める声が高ま
り，性犯罪者情報の登録及び公開に関する立法が，連邦レベルにおいて
は，1994年のウェッターリング法1），2006年の SORNA2）等によって実現し
た3）。
1）　The Jacob Wetterling Crimes Against Children and Sexually Violent Offender 
Registr ation Act, 42 U.S.C. §§14071─14073, 108 Stat. 2038 (1994). SORNA の制
定によって同法は廃止された。
2）　The Sex Offender Registration and Notiﬁcation Act, 120 Stat. 590, 42 U.S.C. §
16901 et seq.
3）　アメリカ合衆国における性犯罪前歴者登録制度に関する文献としては，渥美
東洋・宮島里史「アメリカ合衆国における性犯罪前歴者対策について」警察学
論集59巻 ₂ 号63頁，宮島里史「米国における性犯罪前歴者等に係る対策の実態
調査の概要」季刊社会安全62巻 ₈ 頁，中央大学犯罪学研究会（代表　藤本哲
也）・アメリカ犯罪学の基礎研究�（担当　鮎田実）比較法雑誌第33巻 ₃ 号241
頁，向井紀子・大月晶代「性犯罪者情報の管理・公開（諸外国の制度）」レフ
ァレンス665号46頁等がある。
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　本件で問題となっている SORNA は，アダム・ウォルシュ児童保護安全
法4）の第 ₁ 章として制定されたものである。同法の制定に至った背景とし
て，性犯罪者情報の登録及び通知に関する施策は，州によっては連邦の求
める基準に達しておらず，それゆえに，州によって性犯罪者の扱いに格差
及び相違が生じるために，登録対象の性犯罪者が，制度の異なる州間を移
動することによって，登録義務を免れる抜け道をみつけだすことで，数多
くの登録義務者の追跡が不可能となっている状況があったとされる5）。そ
のために，SORNA は，性犯罪者の登録義務に関して，全米における統一
的な枠組みを設けることによって，このような状況に対応しようとするも
のであった。SORNA は，同法の定める内容を相当程度実現できない州に
対しては，連邦政府からの補助金の10パーセントを削減することによっ
て，間接的に連邦の定める要件の遵守を促している6）。
　また，SORNA は，連邦法上の性犯罪によって有罪判決を下された者に
対して，同法が指定する性犯罪者としての情報について，同人が居住，就
学，就業する州の関係機関に通知し，また，氏名，居住地，職業等に変更
が生じた場合には，一定期間内に，関係機関に直接出頭して，登録情報を
変更することを義務付けており7），そして，これらの登録及び登録情報の
変更を意図的に怠る違反者に対し，罰金又は長期10年の収監刑を科してい
る8）。
　 2 　本件被申請人 Kebodeaux は，1999年に特別軍事法廷で有罪判決を
受けて ₃ か月の刑期を終えたが，その数年後に SORNA が成立しているた
め，SORNA 制定の時点で既に刑期を終えていた同人に同法の登録義務が
4）　The Adam Walsh Child Protection and Safety Act of 2006, Pub. L. No. 109─248, 
120 Stat. 587 (2006).
5）　Wayne A. Logan, Criminal Justice Federalism and National Sex Offender Poli-
cy, 6 Ohio St. J. Crim. L. 51, 75 (2008).
6）　42 U.S.C. §16925 (a).
7）　42 U.S.C. §16913 (a).
8）　18 U.S.C. §2250 (a).
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適用されるかが本件において争点となった。
　なお，性犯罪者の登録義務は非刑事の措置であり，事後法禁止の原則は
適用されないというのが先例9）であるため，本件のこの争点も，事後法禁
止の原則から SORNA の㴑及適用が禁止されるかという観点からではなく，
Kebodeaux に SORNA の登録義務を課す権限が連邦政府に認められるかと
いう観点から検討が加えられている。
　SORNA 制定以前においても，連邦法として，ウェッターリング法が，
SORNA と同様に一定の性犯罪者に対する登録制度について定めていたが，
同法は，一定の性犯罪で有罪判決を受けて，刑務所から釈放，仮釈放等さ
れた者に対して，州の関係機関に性犯罪者としての情報の登録を義務付け
る制度を定めることを各州に促し，性犯罪者の登録及び公開制度を各州が
実施する上での最低限度の要件を示す指針としての役割を果たすものであ
った10）。つまり，同法は SORNA とは異なり連邦法独自の登録義務を定め
たものではなかった11）。ただ，同法は，州法上の登録義務の違反に対して
連邦法上の罰則は定めていた12）。
　第 ₅ 巡回区 Court of Appeals は，ウェッターリング法が連邦法それ自体
として登録義務を課していない点を重視して，Kebodeaux は，連邦法上
の登録制度の対象ではなく無条件で釈放されていたと判断し13），連邦法上
無条件で釈放された者が一つの州内を移動するのを，その後の連邦法で規
9）　Smith v. Doe, 538 U.S. 84 (2003).
10）　ウェッターリング法もまた，同法の定める最低限度の要件を遵守しない州に
は，刑事司法制度の向上を目的とする連邦補助金（The Byrne Formula Grant 
Funding Anti Drug Abuse Act of 1988 (Pub. Law 100─690)）の分配金10パーセン
ト削減の処分を科すことによって，同法の要件の遵守を各州に促していた。42 
U.S.C. §14071 (g)(2)(A).
11）　ただし，ウェッターリング法の要件を遵守しない州に居住する性犯罪者は，
州内での転居に関して，連邦の登録義務の対象となる。42 U.S.C. §14072 (g)(1)
─(3), (i).
12）　42 U.S.C. §14072 (i).
13）　687 F. 3d 232, 235, n. 4. (CA5 2012).
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制することはできないとの理由から，Kebodeaux は SORNA の登録義務の
対象にはならないとした。
　これに対し，合衆国最高裁判所の法廷意見は，ウェッターリング法と
SORNA の類似点を強調し，性犯罪者登録に関する連邦法として両法は連
続性を有するとし，さらに，ウェッターリング法及び関連法規を精査する
ことで，軍事法廷で性犯罪によって有罪判決を受けた軍人も同法の罰則が
適用される対象となっていたことを明らかにすることによって，Kebo-
deaux は，SORNA 制定以前からウェッターリング法によって実質的に連
邦の登録制度の対象となっており，無条件に釈放されたのではないとし，
第 ₅ 巡回区 Court of Appeals の判断の前提を否定している。
　 3 　本件においては，さらに，そもそも連邦議会には，合衆国憲法第 ₁
編 ₈ 節18項の必要かつ適切条項に基づいて，SORNA を制定する権限が認
められるか，とりわけ，必要かつ適切条項を根拠に性犯罪者からの公衆の
安全保護を目的として法律を制定することが連邦議会に認められるか，と
いう点が争われており，この点について法廷意見，結論賛成意見，反対意
見の間で見解が対立している。
　合衆国憲法第 ₁ 編は，連邦議会に立法権を付与し，そして，同編 ₈ 節に
おいて，立法権の具体的な対象事項について列挙している。連邦議会は，
同編 ₈ 節及びその他の憲法条項に定められている権限，さらに裁判所が連
邦政府に固有の権限として認めた権限以外の事項については，立法権を行
使することはできない。また，合衆国憲法によって連邦に付与されていな
い権限は，憲法が禁止していない限りにおいては，州か人民に留保される
ことになる14）。一般的規制権限（police power）と呼ばれる，州民の一般
的福祉の保護及び向上のための立法を行う権限15）は，各州に帰属するもの
であるため，州民の間で起きた犯罪は，原則として州が扱う事項とな
る16）。したがって，性犯罪者登録に関する法執行の問題も基本的には州の
14）　U.S. Const. amend. X.
15）　田中英夫『英米法辞典』（東京大学出版会，1991年）646─647頁。
16）　宮島・前掲注3）9頁。
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権限に属することになる17）。
　本件で問題となった合衆国憲法第 ₁ 編 ₈ 節18項の必要かつ適切条項は，
同編 ₈ 節に定められている他の権限及び合衆国憲法によって連邦政府に付
与されているその他の権限を実施するために，必要かつ適切なすべての法
律を制定することを議会に認めている。
　この包括的な条項の意味については，制定当初，憲法に具体的に列挙さ
れた事項を実施するのに必要かつ適切な最低限度の立法を許すのか，ある
いは，それよりも広い意味での権限を付与するものであるのか争いがあっ
た18）。 同条項の意義に関してリーディングケースとなったのが，Mc-
Culloch19）である。
　同事案においては，連邦議会が，合衆国憲法に明示的に定められていな
い合衆国銀行を設立する権限を認められるのかが争点の一つとなった。マ
ーシャル首席裁判官の法廷意見は，まず，合衆国憲法には黙示的ないし付
随的権限を排除する規定及び付与される権限全てを明示的かつ詳細に定め
るよう求める規定は存在しないので，特定の権限が連邦政府に付与された
ものであるかは，憲法全体の公正な解釈に依拠するとする。そして，法廷
意見は，必要かつ適切条項の必要という文言の意義に関して，「目的を達
成するために必要な手段を選択することは，その目的を達成すると見込ま
れるあらゆる手段を選択することを一般的に意味するのであり，その手段
がなければ目的を全く達成できない単一の手段に限られるものではな
い」20）とし，さらに，同条項を根拠として立法が認められるための判断基
17）　向井他・前掲注3）47頁。
18）　田中英夫『アメリカ法の歴史じ』（東京大学出版会，1968年）238頁。
19）　McCulloch v. Maryland, 17 U.S. 316 (1819). 同判断の紹介・解説として，勝田
卓也「連邦の黙示的権能と州の課税権─ McCulloch v. Maryland, 17 U.S. (4 
Wheat.) 316, 4 L. Ed. 579 (1819)」『アメリカ法判例百選（別冊ジュリスト）』24
頁（2012）がある。また，同事件における合衆国銀行設立を巡る議会における
議論については，木南敦『通商条項と合衆国憲法』（東京大学出版会，1995年）
25─58頁が詳しい。
20）　McCulloch, Id., at. 413─414.
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準として，当該連邦法の「目的が，正統なもので，その目的が憲法の範囲
内にあり，そして，手段が，適切で目的と適合することが明らかで，合衆
国憲法の文言と精神によって禁じられておらず，それらに合致するもので
あれば」21），その法律は合憲であるとしている。
　この判断によって，合衆国憲法において明示的に定められていない黙示
的権限であっても，それが，憲法の定める目的の達成に関係があり，ま
た，憲法によって禁止されておらず，憲法の精神に合致するのであれば，
必要かつ適切条項によって認められることとなった。22）このように必要か
つ適切な範囲が緩やかに解されることによって，後の連邦議会の立法権拡
大へとつながっていったとされる23）。
　近年においては，Comstock24）において，精神障害を抱える危険な性犯罪
者に対して，非刑事の身柄拘束処分（civil commitment）を課すことを，
連邦法上の収監刑の刑期満了後においても認める，合衆国法典タイトル18
第4248条が，必要かつ適切条項に基づいて認められるかという争点につい
て判断が下されている。
　同事案において，被申請人 Comstock らは，4248条の制定は，合衆国憲
法第 ₁ 編 ₈ 節により付与される権限の逸脱であること等を根拠に，本件身
柄拘束処分の取り消しを申し立てた。Comstock の法廷意見は，必要かつ
適切条項の判断基準について，当該連邦法が憲法列挙権限の行使と合理的
関連性を有する手段といえるか否かであるとし，そして，その選択された
手段が，当該目的達成に現実に適しているとみなすことができるならば，
当該手段の必要性の程度，当該手段による目的達成の程度，手段と目的と
の間の関係の近接性の判断は議会の専権事項となると判断し，McCulloch
21）　Id., at. 421.
22）　木南・前掲注19）57頁。
23）　勝田・前掲注19）25頁。
24）　United States v. Comstock, 130 S. Ct. 1949 (2010). 同判断の紹介・解説として，
浅香吉香他「合衆国最高裁判所2009─2010年開廷期重要判例概観」アメリカ法
2010年 ₂ 号304頁がある。
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から続く先例の判断を踏襲して，連邦議会の権限を広くとらえている。
　 4 　本件において，法廷意見は，合衆国憲法第 ₁ 編 ₈ 節14項の軍隊統括
条項と必要かつ適切条項に基づいて登録義務が認められるとしているが，
必要かつ適切条項に基づく性犯罪者の登録義務の目的について，軍隊の規
律維持に加えて，性犯罪者からの公衆の保護にまで言及している。この点
については，法廷意見を除く全ての意見が，反対している。例えば，ロバ
ーツ首席裁判官は，McCulloch において合衆国憲法に列挙された権限の実
現を目的とする必要かつ適切条項に基づく黙示的権限が連邦議会に認めら
れたが，黙示的権限として認められるのはあくまで列挙権限実現のためで
あるから，公衆の保護というような広範な目的は，列挙権限には関連しな
い，と指摘している。そのような目的を認めることは，連邦に一般的規制
権限を認めることにつながり，州の権限と抵触するとの懸念が，法廷意見
以外の裁判官にはあるように思われる。これに対して法廷意見は，ウェッ
ターリング法は，州の登録義務に反した場合に限って制裁を科すことで，
州の利益を考慮していたし，SORNA の登録義務違反は，州法上の登録義
務違反も併せて生じた場合にのみ連邦政府から訴追されている，と主張し
ており，これにより州の権限との抵触の回避を試みているものと思われ
る。
　また，法廷意見は，SORNA によってウェッターリング法の内容につい
て一定の変更が行われていることは認めているが，それは限定的なもので
あり，重要なものではないとし，さらに，統一的な登録制度を定めるとい
う SORNA の目的は合理的であるため，SORNA による変更は，軍隊統括
条項及び必要かつ適切条項により許容される範囲に含まれるとしている。
　 5 　本件において，連邦議会が，必要かつ適切条項に基づいて，性犯罪
者の登録義務を定める法律を制定する権限を有することが確認された。性
犯罪者の登録義務は，本来，各州の問題であったが，近年，SORNA 等に
よって連邦法上の登録義務が定められたことで，連邦と州の権限配分の関
係でも議論となっていることが本件から窺われる。我が国においては，連
邦制が採られているわけではないので，この連邦と州の権限配分に関する
アメリカ刑事法の調査研究（147）
273
争点は直接の関わりを持たないが，性犯罪者登録及び公開に関するアメリ
カの立法として，メーガン法等が我が国においても広く知られているとこ
ろであり，そういったアメリカの性犯罪者登録及び公開に関する制度が，
連邦制という枠組みの中でどのように位置づけられているのかを知り，総
体としてこの制度を理解する上で，本件は参考になると思われる。
